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自由主義的経済観とインドの状況

-B・R・シェノイ著『インドのプランニングと経済発展』――-

B. R Shenoy, India,、Ptanni11gand Economic Develof,111e11t, Ai;ia Publishin~ 

House, London 1963, x+ 152p. 

I 

本田は現代ィンドにおける代表的な自由主義経済学者

として，つねに政府の開発計画にたいしユニークな批判

的立場を堅持してきた，現グジャラート大学社会科学部

の学部長 B.R・シェノイ教授（注1)の新署である。 TIIC

Times of India, The Economic Timesその他のインド

の新Dりや， 1‘Jle Woll StI.l,l,t J“‘’•IIal, F,"(lllkJ{¢rter 

Allgcmei9lC ZeitI(•9lg などの外国新間に折りにふれて寄

稲された見解を基礎にしている本困も，もちろんその甚

本的論理において教授の数多くの113箸や論文と変わるも

のではない。しかし第3次5カ年計画にはいつて以降の

インド経済の新状況に関する署者の危機恋謡を背尿と

し，そしてその危機の大胆な打開策を提唱するものとし

て， i社にインド国民経済についてのみならず，低！Jり発経

済一般に関しても示唆するところが多いと思われる。

落者の問題提起は直戟であり， したがって本忠の構成

しま筒明である。すなわち問題は：一ー今日のインドにお

いて，（l）投資は増大し，（2）政府の活動は活発化し，（3）工

業生産は拡大している。しかしそれにもかかわらず，（a)

国民の慢性的貧困，（b）大規模失業，（C）少数の富裕階級と

大衆との間の社会的・経済的格羞という三つの箸しい

現象が存在するのである。これに加えて，かなりのイン

フレーション圧力があり，厳格な愉入制限や外国援助の

飛躍的増大にもかかわらず，激しくかつ恒常的な国際収

支パランスの困難がある。-このような種々の望まし

からざる事限を惹起せしめた根本的原因ほいったい何で

あろうか？ ということである。

このような課題に取り組むべく，本害はつぎの 5睾か

らなる。

第 1章 インド経済の現況，概観

第 2章 インドにおけるプランニングの実絞

第3穿第3次計画の資金調逹

第4章外国援助と第 3次計画

第5章第3次計画下の物価趨勢
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第1箪は，いわば本粛全体の）ヤ説である。今日のイン

ド経済を特徴づけているいくつかの事象を概観し，それ

らの相互関述を示唆して本密の主要テ・ーゼなるものを 5

項目列挙し，それによって本困全体の論理的わく組みを

あらかじめ明らかにしている。しかし詳しくは第 2旅以

下に旗られているので，まず箔別1、こ著者の立論を紹介し

よう。

（注 l) Bellikoth Raghunath Shenoy, 1905年生ま

れ。ベナレス・ヒ｀ノズー大学およびロンドソ・スクー

ル・オプ・エコノミックスに学ぶ6主要耗腋および秤

・潜はつぎのとおりである。

1936~42年．Lecturer in Economics, University 

of Ceylon. 

1940~42年 Member,Board of Commissioners of 
Currency, Ceylon. 

1942~46年 Prof.of Economics and Principal, L. 
・ D. Arts College, Ahmedabad. 

1945~49年 Directorof Rural Economics, Direc-
tor of Monetary Research, Reserve 

Bank of India, Bombay. 
1948年 Member,Board of Directors, Bullion 

Exchange, Bombay. 

1948~51年 Far-EastRepresentative of I. M. F. 
Bombay. 

1951~53年 AlternateExecutive Director, Rcpre• 
senting India, I. M. F. and T. B. R 
D. Washington D. C. 

1954年以降 Director and Prof. of Economics, 
University School of Social Sciences, 

Gujarat University. 
1957年 President,Indian Economic Associn-

tion. 

哨害

Ceylon Currency and Banking (19'11). 

The Bombay Plan (1944). 
Sterling Assets of the Rese1-ve Bank of ・llldia 

(1946). 
Problel9/S OI I9/dian Ec091(}9111.c D¢'l/clop111e11t 

(1958). 

Stability of the Indian RuJ,cc (1959). 
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によれば人口増加率は 2.2％であったから，本来ならば

国民所得の 8.8％だけの投狡によって新労傲人口は吸収

しえたはずである。しかし実際には，これよ＾りも39％も

甜水那の投咬をもってして，失業者は370万も哨加した。

これは投咬が誤った方向に進められたことを示すもので

はなかろうか。

(3) 「所得格差」においては，すでに観察したように

語統制に伴う利椛その他によって，プランニングの受益

面はむしろ宮裕階級であり，反社会的な所得格差はi性大

している。また1950;..._,60年問の狩本財生産高は商品によ

って媒なるものの，だいたい 2.2ないし 4.1倍となった

が，大衆および中産階級用の梢股財生産は，たとえばマ
4 

ッチ1.1倍，せっけん1.8倍などにすぎない。そして大衆

には縁迪い軍気扇風機・ラジオ・ミシンなどの生産は，

いずれも数倍ないし10倍にも贈大した。また穀物・衣顔

のごとき大衆消'i戟財の(111i格泊j騰に比して，ぜいた＜品の

価格はずっと安定的であった。

(4) 「エ梁拡大」の問題。上記諸項における期待はず

れの実絞にもかかわらず，すでに部分的に触れたところ

でも知られるように，ィンダストリアゼーションの進捗

は目ざましい。工業生産総合指数は1951~61年の間に

70％上昇した。（もっとも工業部I'りはインド経済の 16な

いし19％を占めるにすぎぬので，国民総生産をさほど上

外させてはいないが）。そして上述のように，工業生産

中でも上昇庇の油いも())は，．生産財および中問生産物で

あった。綿織物その他の消少t財の伸びはわずかであり，

一方，比較的富裕な階級向けの梢＇l雅財は急速な伸長を示

なお署者の年齢および学脳から推測して，その自山

主義が｝経済，息想は，いわゆる‘‘ロソドン・スクール'’

の影響下に形成されたと考えられる。

II 
5カ年計画によってインド経済はどれだけのことを述

成してきたか？ これがすぺての議諭の出発点でなけれ

ばならない。第2章でこの問題が扱われる。ィンドのプ

ランニングの主要目標ほ，（1）貧困の絶滅，（2）失業者の一

掃，（3）所得格坐の縮滅 (4)工業化，であった。

(1) 「役困の絶減」すなわち国民所得(J)J1Y/大という 1!ij

題においては，第 1次5カ年にはいる前の1950~51年か

ぢ1960~61年までに，実質国民所得は42％増加（年率3.5

％）した。とこるがこの数字は役困の克服を示す尺股と

しては人を誤まらせやすい。国民生産物の物的瑶大がそ

のまま大衆の生活水準向上を慈味するものではないから

である。問題は1乱民生産物の中の消t't}けのWI合である。

またつぎの諸項が重大である。 A人口」1：/JJりを勘案して(J)

1人当たり実質所得を問題にせねばならぬが，これは上

記の期閻に年率約1.4%，すなわち総国民所得(J)約3分(J)

1の比率でしか削）Jllしていないの・である。なおまた， B国

民所得統計からつぎのものを控除せねばならない。（イ）非

消1}i財の生旅佑j，＇および生産設 ilii(}）造出分（インドの場

合， これらは不当に大きい）。（口）1Eiii増大分（これも過

大であり，また妓物がとくにIlij船である）。それに C上

級所得者図！こ布利な所得変化が，，つき•(J）四つの原因から

生じている。（イ）i（（金・給料生活者には不利で，商人や実業

家に有利なインフレーション，（口））紺敗を生みだしている

諸統制， ti贔'i・負業者その他に不法な利得をもたらしてい

る公共部門の不当な拡大，仁）帷入制限から生ずる半独占

状態のための，たなぽた(I':)利潤ぷとしてこの 4原因から生

ずる所得移転額は，年間約75億）レビーに上ると考えられ

るのである（注2)。なお1人当たりの食糧および衣類消毀

抵こそ，大衆にたいするプランニングの成果を示す指傑

であるが，前者は 1日1人当たり 1954,58, 59および60

年にそれぞれ15.7,14.0, 16.4, 15.4オンス（商人・批

民によるストック増大分を含めて，なおかつ）である。

後者については， 1955年の 1人当たり 14.63メートルか

ら， 1959年の14.36メートルに低下しているのである。

(2) 「屈用問題」はどうであろうか。コーリン・クラ

ークによれば，国民所得にたいする新投筏の比率が人口

増加率の 4倍ならば，新投究はふつう新労慟人口に屈用

機会を与えうるのである。ィンドの第2次5カ年計画中

の投炭は国民所得の12.2％であり，一方1961年センサス

したのである。

（注2) 75低ルビーの内択はつぎのとおりである。

(1)生迩拡大のための必要批を越えた箕陪膨張額， 1960
~61年に終わる 6ヵ年1ii]に約56低すなわち年1月約 9.3
億ルビー。 (2)r1.; rill Ji!の松入ライセンスが同上期間に平

均年額61.5低ルピー。翰入ライ七ンスは，商品による

迷異はあるが額面価格の3Uないし 500％沿iで取引され

るので，平均75％悩として年rfJ146鯰ルピー。 (3)公共部

門の投賢は，第 1次lll面の 196低Iレビーから第2次計

画には 460低ルビーに上外したが，実際にはこのまま

の全金額が「投狩」されたのではなく，一部は変形し

て個人所得となる。これを平均20％と昆れば年問18.5

低ルビーとなる。

m 

このようにして今日のイン．ド国民経済は，計画目探と

は相反した結果を生みだしていると言わねばならない。

この原因をさらに迫求する手がかりの一つは，計画贅金

53 



ー～～”…~”^資 料””'””,.,”“”’”~”””‘~·~•”””.””.“‘—●●—•”””=‘”””””‘””~”_--....～●99●●●●9~””-～9、●●●●●-... -·----—-. 
の説達問題であろう。これを扱うのが第 3章にほかなら

ないら

計匝資金は国内貯裕と外国援助の額によって規定され

る。過去の経験にかんがみて，インドのKi帝率は1965~

66年までに8.5％以上にほ述しないと思われる。また第

3次5カ年計画中の国民所得は，年率3.5％以上にはJ飢hlI

しないであろう。これらを総合して，第 3次計画中の固

内貯菩は565低）レヒ°ーと考えられるのである。

第3次計画の所要狩金は，投賓支出1160低）レビー，外

国援助倣迎55偲）レビー，殻物のパッフ，•一・ストック賓

金20館）レビーで合計1235低Jレビーである。しがも “phy-

sicaF'targetsでは，公共部門の査金計画730低）レビーに

対して 800憶）レビーを見込んでいるので，総所要狡金は

1305tなルビーに述するであるう。したがって，これと国

内貯菩との差額すなわち 670t意Jレピ ーが，第 3次計画中

に必要な外国援助となる。確定的な援助額は 320億）レビ

ーなので，ギャップは350~420低）レビーである。•したが

って政府が第 3次計画中の赤字財政の額を55像）レピ＇ーと

見込んでいるのは，まったく人を欺くものであり',イン

フレーションは不可避である。•これを防ぐには，現在の•

ような投賓批 (volumeof investment)の過大な煎視か

ら，生産志向的 (production.oriented) なものに経済政

策を変更させねばならない。

国内貯茜と並んでの資金源たる外国援助の問題は，第

4章で検討が行なわれる。第 3茸で考察したように，外国

援助の所要額は 670{怠ルビーである。ところで計画街で

は，外国援助の所要額を投究ブロジェクトの外貨所要額

から見被もっているが，これは経験に徴して適切なtI•邸

法ではない。代替原則やインフレーションの有無によっ

て，プロジェクトの外貨所要益は不確定なものとなる。

第 1次計画においては，当初の年間不足見込み18~20億

ルビーに対し，実際の不足は31.8t彰レビーに止まった。

とこるが第 2次計画においては，インフレーションの結

果として，固際収支赤字は見込みを大樹に上回る 205.9

低ルヒ°ーに逹したのである。

生産的な負依は自力似域が可能でなければならない。

ところが第3次計画では倣遠がすぺて借金に依存しなけ

ればならぬという事実は，過去の借祇のすべてが効果的

に使用されたとは言いきれぬことを示している。第2次

計画における国際収支赤字は，第 1には投咬財の愉入J杓

大により，第2には穀物輸入の増大により，第3には金

その他の不法な愉入によって生じた。不法な愉入も，熊

供の賠与物でない以上，合法的な愉入と同様に赤字をも
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たらすのである。

非合法的な翰入の狩金には 3種の）レートが存在する。

(1) over-invoicing imports, (2) under-invoicing exports, 

(3)密愉出ーーである。外貨統制のメカニズム(J)中から

許欺的な手段で獲得されたり，統制からのがれたりした

外国為替は，海外の自由為替市楊経山でか，またある場合

には国内の外国為替市場を経由して，非合法的な楡入ft
金に投ぜられる。外国扱助のうちの若干部分は， P.L.

480による余剰品産物のように保蔵に回ったし，また若

千は，余剰生産設備の樅行・都市建策物などのごとき不

急の投疫に向けられた。

外国扱Dj)のiii1損は，基本的には，（1）インフレーション，

(2)公共部門の、急速すぎる膨張，という二つの要i＆の結果

である。この二つを制御しえれば援助の堀狙も防止でき

よう。経済発展には，単に沢金と外国援助だけが問題な

0)ではない。それは補完的な国内究源の利用可能性を前

提とする。もしも援助が経済的不安定，適切ならざる国

家統制，補完的な生産資源の利用可能庶よりの超過—
などという状況下で続けられても，：：cれは浪毀もしくは

未使用という結果になろう。しかもこの両方の視象が，

災際インド一色生じている(})である。

ところで上述のように，外国扱ll)Jを尖り少なからしめ

ている原困の一つはインフレーションであるが，これを

さらに立ち入って考察するのが第5添である。

1962年 1月の卸光物佃iは， 1939年の 4.7倍に迅し・（い

た。 1960~61年の期間に，物価iはこれに先立つ 5カ年間

の上昇分を越えて騰設したのである。これは第 3次計画

の衣金調述方法に笞鐘を嗚らすものであるにもかかわら

ず，政府は経済発展に物価上昇は不可欠だという陳1科な

見解を固執している。しかし物価騰i'tと経済発展とはla
接に関逃するものではない。ィンフレーションは発展に

よって生ずるのではなくて，存在しない校源を投沢しよ

うというむだな試みから生ずるのである。もしも投ftが
Iti苓とマッチしていれば， lti滞を通じて集禎された貨幣

は流通過程に遠元してゆく。流通貨幣証は単なる投咲行

為そのものによっては膨張しない。投質が貨幣造出によ

ってまかなわれるときにのみィンフレーションが生じて

くる。

1955~56年に始まった今日のインドのインフレーショ

ンの原因は，ほとんどこれを公共部門の過剰投ft-―—こ

れがまた一定の経路を通じて民問部門に波及していった

ーーに帰することができる。民I加ilf邪1111の過剰投狩がtfl‘

なったものは商業銀行の信用拡大であるが，このような
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拡大は，公共部門の過剰投焚から生じた赤字財政に伴う

ものであった。

1959~60年に終わる 5カ年間に赤字財政額は 155［意）レ

ビーに達したが，約 108.7億）レビーは餘入用の外国為替

買い入れによってインドil.lilii銀行に遠元した。計晴ii銀行

が売却した外国為替の一部（約65.4総）レビー）は外国援

助からのものであり，また一部（約43.3億）レビー）は外

貨辿ilijからのものであった。外国援助および外貨準備流

出分は，かくしてインフレーション吸収の役割をつとめ

たのであった。そのl辺の効果は通貨膨張の縮減にあった

のである。

第3次計画におけるインフレーションの滸在性には恐

るぺきものがある。所要咬金と入手可能なものとのギャ

ップはすでに見たとおりであるが，もしも援助を期待ど

おりに獲得しえなければ，このギャップはさらに拡大す

る。このように巨大な通貸造出はインフレーションを本

格化せしめ，社会的・経桁的進歩を熊にしてしまうので

はなかろうか。そしてこのギャップを固内貯菩の増強に

よって補うことも望みえない。インフレーシ aン，狙税，

不当な国家統制などは16蒋増強に有害だからである。

lV 

このようにして外国援助は無力であり，インフレーシ

ョンの圧力は増大している。ではこのような邪態をもた

らしめた根源的理由は何であるうか。もしこれが把梱さ

れるならば，対策はおのずから明ら・かでなければならな

い。そしてここに，この著者の批判の的たる「国家統制」

ー一著者の用語では “statism”.—ーがある。いままで本

稼では，この宙物のこの部分にOOしては故意に詳述を避

けてきた。史は各牽ごとに訟かれている「結論」の項で

著者は常にこの “statism"の弊者について力説している

のであるが，ここで一括して考察するのは1litこ煎炭を避

けるためだけではない。これこ;1C著者が本宙全体で言わ

んとしていることのボイントだからである。

インドのプランニングの四つの目標のうち，エ菜生産

---それも生産財および高級梢伐財のみーーが箸しい蹄

進をとげたことはすでに見た。ところで第 1次計画期お

よび第2次計画の最初の 3カ年間における推計では，農

業生産の増加額は追加資本投下額の約57~69％であった

とされているが，工業とくに重工業のこれに対応する数

字ははるかに低い。 1946~53年に五つの部門ーーセメン

ト，紙．鉄鋼，綿織物，砂糖一ーの追加投資にたいする生産

増J）11高は，紙の14%，鉄銅の19％から，砂りルの45％に至

るまでのII簡があった。このような数字は，インド政府が

推進してきた強制的な工業化政策にどの程渡の浪伐が含

まれているかを示すだいたいの目安となるう。もし経済

的に最適の投究が股業および経工業—ーとくにインドエ
梁生産の36％を占める綿工業に—~向けられていたとす

れば，国民総生産は実際よりもずっと高翠c—おそら

く年率8~60％で一一上昇したのではあるまいか。

またエ梁化の強行は失業の減少をも妨げたのである。

屈用は国民総生産の函数であるから，国民総生産を下落

させるごとき方策は屈用拡大をも妨げる。また一定批の

沢本投下による国民総生産への付加分は，重工業よ＼りも

此業や軽工業のほうが大きく＇，これに J；って屈用を増大

させるが，さらにまた一定砿のit木投下が献接に吸収す

る労働品は，重工業よりも股業・軽工業のほうがはるか

に大きい。 1000万）レビーの投府は，狩本財を生産する大

規校工業ならば 500人，消股財を生産する大規模工業な

らば1150人，そして此業や小規校工業では4000人を屈用

するであろうと見甜もられている。この点から見ても，

視段階のイン：←で皿工業製先政策をとることは非経済的

であるばかりか，非人道的だといわねばならない。・

ではこの対策は何か？ それはできるだけ自由な市場

り）メカニズムを活用することである。ェアハルトによる

西ドイツ経済の立て直しをさきがけとして，フランス，

イタリー，オランダ，日本など，いずれもこの方策によ

って成功を収めている。また1959年から．この方式を渫入

したスペインも，まさに今日())インドと相似た状況から

脱却しえたのであった。すなわちスペインは，とくに

1954~59年のあいだ国家による計画経済下にあった。投

下咬本は浪牧され，愉入制限はきびしく，沢本の流出は

事実上禁ぜられ，外国への送金にもきびしい制限が加え

られた。ェコ J ミック・ナショナリズムと，外貨を「節

約」しようとする努力とが非経済的な産業を建設させ，

戸悩なスロー・ガンのいこプラン・ニングが強行されてい

た。しかしその結果は，経済停滞，ィンフレーション（物

価は1959年までの 5年間に50％上昇した）および外貨の

枯渇であった。このため I.M.F．やアメリカ合衆国，西

ヨーロッパ諸国の銀行や諸政府からの緊急借秋にたよら

ざるをえぬ事態に追い込まれたのである。しかしフラン

コ将軍は，この原因をインド人のように計画化の不足に

ありと見るのではなくして，率直に国家計画そのものの

せいであると認め，西ドイツやフランスの例にならった

のである。すなわち，通貨は 1米ドル42ペセタから60ペ

セタに30％切り下げられ，複数為替制も同時に廃止され
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た。財政はパランスさせられ，侶用は制限された。自由

主義経済哲学に基づくこのショック捩法によって，スベ

ィン経済は一時的な安定恐説を招いたのであるが，この

方策は問もなくその効力を発揮しはじめたのであった。

ィンドと同じくスペインの国際収支困難も，愉入の過

大からではなくて1愉出不振からであった。ィンフレーシ

ョンが生み出していた国内術要が減退し，非現実的な為

替交換率の足かせが破泰されると愉出は伸長しだした。

通賀改革の実施は1959年7月であるが，早くも同年の最

終四半期には，第 1～第 3四半期の平均よりも45%」fl加

し， 1960年には翰出額は1958年のそれを58％上回った。

いくらかの期間をおいて稲入もまた計画経済実施中より

も増大したが，翰出附大はこれを補って余りあるもので

あった。改革後18カ月 1用スペインはその短期偵務の支払

いにつとめ，そして1960~61年には外貨針暉iを荼紺しだ

したのである。かくして愉入制限の緩和が可能となり，

ペセタ貨は非居住者に交換されるようになった。また通

賀改革がスベインの交易条件を急速に布利ならしめたこ

とも見のがせない。スベインの国内狩本はそれまで愉入

ライセンスの投機，外国通質のl}}涜買，外函株式市J訪ヘ

の不法投歿などに向けられていたが，今やもっと正常か

つ生産的な国内投狡に用いられるようになった。米ドル

に対する閻市場の建て値が公定レートをいくぷん下IQIっ

ている事実は，かつてプランニングの実施jUJIH)に流出し

た沢本の迎流を物語るものであろう。 1961年以降， I．M.

F．．のかつての債務国は債権国へと転化したのである。

このスペインの政策はまさに自由主義経済方式；とのま

まであるが，この「奇蹟」こそィンドにとって特別な関

心と重要性とをもつものでなければならない。スペイン

もインドのように低所得経済である。スペインの成功は，

この方式が全世界に適用可能なことを示す経験(Iり証拠で

ある。結局のところ経済発展とは，人lii（内および物質的

資本に，資源の投資とノウ・ハウとを付｝Jllこすることによ

って生ずる発展形態なのであって；この二つの形の府本

が国民の生活水準向上に用いられるのである。もしも人

問の質ー~才能，危険負担ならびに労肛りの滋欲や能力，

技術的成熟—などが比較的役弱ならば，進歩は緩悛で

あろう。したがって発展速庇は主として人間の性質の改

善に比例するのであって， 1和なる物的府本の兆fi'tのみで

は燕益である。．人問的資本と物的沢本とが適正な科ll合で

結合されてこそ，進歩は最もすみやかなのである。

本来インドの “statism"は，ずっと以前に放乗されて

いなければならなかったのであるが，それはつぎのよう
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な三つの支持物があったからこそ存続したのである。す

なわち，

まず突大な外国援助が挙げられる。第 1次計画におけ

る支出の 6%，第 2 次ti•両における 19％がこれによって

いる。これによって国民所得にたいする投ダt率は第 1

次計画における 7％から第2次計画における11％に上外

したが，それにもかかわらず 1人当たり所得がほとんど

停糀したままでいる事実は，これらの投灯の過大・浪'it

およびこれに伴う腐敗を示すものでなければならない。

インドの「社会主義的」政策は外国人のlt-i'荼によって支

えられているのである。ィンドの経済政策の設しりを一般

人の阪からそらさしめ，このような政策を品正して経済

の安定に1臥ざめることのないようにさせる役割を果たし

ているのが，外国援助なのである。

第2は外国からの，いわゆる visitingexpertsと呼ば

れる人たちである。かれらの大部分は “statism"~こたい

して非常なモラ）レ・サポートを与えており，；t(/）思想が

インドの官辺に大きな影f：限を与えている。かれらはそれ

ぞれの国の成功した銀行家，ビジネスマン，政治評論家，

行政官などであるか，ハーパードや，オックスフ ;j・ ードか

らの経済学省，哲学者，｝艇史家であるが，結局のとこる

外国人しかも短期滞在：hであって，インド経済にたいす

る適iliな状況判断をなしえない(/Jである。ィンド(/)射弊

は複雑にして奥深い。ある点ではそれは，西欧や北米(/)

語国の近時の経験には類似物がないのである。ィンド())

経済現象を適切に評(1lliするには，与えられたデークを}]lj

の説点から吟味したり，表i面に現われていないも())を探

ったりする必要がある。過去10年のあいだに）レピーit(/）

over-valuation,厳重な愉入1L,J限，および赤字財政による

投毀との論理的焔結として，浪1tl]りな，非経済(Iりな，か

つきわめてl脆弱な経済構造が，インドに樹立されてしま

ったのである(il:3)。

第3は，われわれがプランニングに密泊した教義を発

展させ，成果の不足をば，あたかもプランニングにたい

する努力の不足から生ずるかのように見る思考性癖をつ

＜ってしまった::;.とがあげられる。大多数の経済学者や

評論家にこの鋲向が見られるのである。

いずれにせよ現在の経済的カオスは，おそかれ早かれ

インドをしてエコノミック・リペラリズムを採るかコミ

ュニズムヘ行くかの岐路に立たせることになるう。この

ような二者択ーの事態に追い込まれぬうちに，自由主義

的方災によって状況の改将をはかるぺきである。一一こ

れが落者の妓終的主張にほかならない。
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最後に， 1必者が本科の主要テーゼとして既に第 1箪で

掛げていた五つの項目を再確認、しておこう。

(1) 10年問のプランニングの実§’ttま，一般に l:lllりと反

対の結果に終わっている。

(2) 第 3次計画の投狩プログラムは，外困援助を品込

んでも，入手可能な賓源をはるかに超過している。

(3) もしも第 3次計画の投ftプログラムが強行されれ

ば，非常なインフレーションが生ずるであるう。

(4) 外！卦援助については，援助供与周側でもb1i極的な

政策を早急に樹立する必要がある。これまで外国扱JJ)J

は，それがまさに除去しようとした危険を逆に助長する

結果になっているが，これについて供与lJ..1側には十分な

自覚が乏しいようである。・

(5) 経済発展も社会的進歩も，現在の statismとイン

フレ政策とを放乗せぬかぎり塑みえない。その代わりに

最大限の経済(1罪II.11と，最少限の国家干渉とを志l;1Jする

ごとき政策を採用すべきである。

以上がシェノイ教投の所説の大要であるが，落者自身

認めているように， このようなfl1.L1主義的経済説は，今

HI!!界の大勢を占めるものではない。しかL浙者が触れ

ていたように P.T. Dauerゃ MiltonFricclman, また

本占には酋及がないが 1119lia0Ji t1ic li・ve ofilie Thiml 

Five Year Plan (Calcutta, 1961) o_)蒋者 SirTheodore 

Gregoryなどのインド経済観は，払本(1りにはまさにこ

の箸者と同一方l•iJ のものである。このような人々の沿I股

点は，必ずしも統計的・平均的数字によってはlili捉しえ

ない微妙な経済メカニズムが生み出す諸現象であって，

この点に関する洞察から独自ーな経済説が生じてくる。た

だしシェノ•イ教授がインド経済の危機を説く易合には，

やはり「外国人」たる上記の人々とは災質の梢熱が感じ

られる。それは “stalism'’ ではないにせよ，ある種の

''nationalism"なので1まなかるうか。

（注 3) ~悴者(/)学げている災例())森千を摘祀してお
....．）。
1959年12月の定例祀者会見でネール首相はつぎのよ

うに述ぺた。「まったく別のイギオロギーの国から米

たたくさんの人々が，重工菜の建設の重要性について

一致した結論に述している。」首相は，多くの人々と

同じく，「自 rh」1I上界からの米訪者はリペラルなイデ

ォロギーを持つものと想定しているようであるが，尖

はわれわれの招待客はすぺて統制論者だったのであ

る（木;1lp. 45)。
M. I. T. の•Max Millikan 教悛は， 1959年11月二

ュー・デリーでつぎのように述ぺた。ィンドには“big

push"が必要である。この園にはi1i紺が多いのだから

やりすぎぬよりは，やりすぎるほうがよい。それによ

って見lj¥:な “take-off"がなされるであろう， と。しか

しこの “neo-Keynesian"の経済学は人を，訊らせやす

い。インドに盟宿なものは非熟綽労1fりのみである。し

かもそれを生逝的に）IIいる方法は，熊l,名な統制によっ

て妨げられている。いくつか(/)i器棠に見られる過剰生

滋能力は，プランニング自体が生みだしているものな

のである（木，I}p. 46)。

インドのプラソニ｀ノグの支符者である Millikan,

Galbraith,.Rostowなど(/)アメリカ人は， 1通民所得に

たいするHL税の1軋合がアメリカよりもイソドのほうが

低いこと，および公共部l"Iが相対（Iりに小さいことを学

げて，イソドはアメリカほどにも社会主義的でないと

述ぺたが，このような酋説は，まったくかれらの意図せ

ざる悪影が限をひき起こすも())である。 P.T. Bauer教

扱も IndianEconomic Policy aml Dcvclojnuc11t, 

London, 1961.で批判しているように，（1）問題なのは

変化の方l{，]とスピードである。 (2)またインドの賭税は

膨 1ft部I"¥で課せられるので大衆のiuuは大きい。 (3)イ

ソドの公共部t’'1は総投貸額(())約 3分の 2を占めるにも

かかわらず，国民所得の 4%(/）ものしか生みだしてい

ない。 (4)翰入統制・外貨制限・ {1Iii格統制・必盆｝物貸翡！

当・公社の経営にたいする統制などによって，インド

の民IHJf;ll!"Iは沿i疫にしばりつけられてしまっているの

である(*:•；'Jpp. 47 ~-18)。

また， T.Balogh 教投はニュー・デリーで ());ll~iりii.:
おいて (T.Ba}ogh,“S09/IC jlsJ)ccts、)/1文(Jll(JIIlic

GI如 titof U11dcr-devclojJed.1lrcas", N. C. A. E. 

R., New Delhi, 1961.) ルビー貨の交換比率は□邸

的だとの署者（ツェノイ）の見月名を批判して「インド

llill)..]())物illiおよび所得の大勢に影9．和を及ぼすことなし

には，交J灸比率の変化は可能でない」と述ぺている。

しかしイソドにおいては実際上すぺての松入品につい

て， landedcosls と marketprices のあいだにばく

大なギャッブがあり，このため在米もしくは沿在的な

翰ILi品の建から，輸入禁制品または制限品の代替物

(/）生j硲へと，人為的な移行が生じている現象をかれは

見のがしているのである（本i,!}p. 48)。

このような統制論者たちは，だいたいが政府沢金に

よってイソドに招聘される。 MiltonFriedmanゃ P.
rl‘. Baucrなどはこの方法ではながったということは，

このような原期の存在を炎側から証拠だてるものだろ

う。悔外の,.11:¥111家たちは一般にイソド政府の経済政策

を始認しているのだ，という広くひろがっている印象

を訂正させるために， 自rli主義（i勺経済思想家に， もっ

としばしばイソドを訪問してもらわねばならない(*

:g p. 41)。
（アジア経済研究所潤丘研究 4部第説紆滋£.石井一郎）
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